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【手続補正書】
【提出日】平成21年6月22日(2009.6.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤ：
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【化１】

（式中、Ｒ１はアルキルであり；
Ｚ及びＴは、独立してＨ及びＰｉ軌道から選択されるが、Ｔ又はＺの一方がＰｉ軌道の場
合、隣接するＴ又はＺもＰｉ軌道であることを条件とし、それにより二重結合を形成し；
Ｍは、リチウム、ナトリウム、カリウム、銀、銅、マグネシウム、カルシウム、バリウム
、マンガン、銅、及び亜鉛からなる群より選択される一価又は二価カチオンであり；
Ｗは、存在しないか、又はＣｌ、ＯＨ、ＳＯ４

－、Ｂｒ、Ｉ、式Ｅ、Ｆ、Ｇ若しくはＨ：
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【化２】

であり：
Ｒは、Ｈ、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉ又はＭ－Ｗである）
で示される化合物の一種又はそれ以上を含有する組成物。
【請求項２】
　１～９５％の式Ａ、Ｂ、Ｃ及びＤ：
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【化３】

（式中、Ｒ１はアルキルであり；
Ｚ及びＴは、独立してＨ及びＰｉ軌道から選択されるが、Ｔ又はＺの一方がＰｉ軌道の場
合、隣接するＴ又はＺもＰｉ軌道であることを条件とし、それにより二重結合を形成し；
Ｍは、リチウム、ナトリウム、カリウム、銀、銅、マグネシウム、カルシウム、バリウム
、マンガン、銅、又は亜鉛であり；
Ｗは、存在しないか、又はＣｌ、ＯＨ、ＳＯ４

－、Ｂｒ、Ｉ、式Ｅ、Ｆ、Ｇ若しくはＨ：
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【化４】

であり：
Ｒは、Ｈ、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉ又はＭ－Ｗである）
の少なくとも二種の組み合わせを含有する水性組成物を含む組成物。
【請求項３】
　水性組成物が、β酸、ヘキサヒドロβ酸又はテトラヒドロβ酸を含む、請求項２に記載
の組成物。
【請求項４】
　Ｒ１がイソプロピル、イソブチル又はｓｅｃ－ブチルである、請求項２に記載の組成物
。
【請求項５】
　水性組成物のｐＨが７．０～１０．０である、請求項２に記載の組成物。
【請求項６】
　水性組成物の含水率が１～２０％である、請求項２に記載の組成物。
【請求項７】
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【化５】

（式中、Ｒ’’はアルキルであり；
Ｍは、リチウム、ナトリウム、カリウム、銀、銅、マグネシウム、カルシウム、バリウム
、マンガン、銅、又は亜鉛であり；Ｗは存在しないか、又はＣｌ、ＯＨ、ＳＯ４

－、Ｂｒ
、若しくはＩである）
で示される化合物の一種又はそれ以上を含有する組成物。
【請求項８】
　ホップ酸の無機塩の製造方法であって：
　ａ）１０～５０％のホップ酸を含有する水溶液を提供するステップと、ここで溶液は、
室温であることと；
　ｂ）撹拌しながら該水溶液に無機塩を加えて、スラリーを形成するステップと、ここで
スラリーは、室温であることと；
　ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　ｄ）スラリーを乾燥して、ホップ酸の無機塩を得るステップとを含む方法。
【請求項９】
　イソα酸の無機塩の製造方法であって：
　（ａ）１０～５０％のイソα酸を含有するアルカリ性水溶液を提供するステップと、こ
こで溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該アルカリ性水溶液に無機塩を加えて、スラリーを形成するステッ
プと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、イソα酸の無機塩を得るステップとを含む方法。
【請求項１０】
　β酸の無機塩の製造方法であって：
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　（ａ）１０～５０％のβ酸を含有するアルカリ性水溶液を提供するステップと、ここで
溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該アルカリ性水溶液に無機塩を加えて、スラリーを形成するステッ
プと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、β酸の無機塩を得るステップとを含む方法。
【請求項１１】
　無機塩が、リチウム、ナトリウム、カリウム、銅、マグネシウム、カルシウム、バリウ
ム、マンガン、銅、又は亜鉛である、請求項９又は１０に記載の方法。
【請求項１２】
　ホップ酸が、イソα酸、ロイソα酸、テトラヒドロイソα酸、及びヘキサヒドロ－イソ
α酸、並びにそれらの誘導体又は混合物からなる群より選択されるイソα酸であるか、又
はルプロン、コルプロン、アドルプロン及びそれらの誘導体又は混合物からなる群より選
択されるβ酸である、請求項１４又は請求項１５に記載の方法。
【請求項１３】
　イソα酸又はロイソα酸のマグネシウム塩の製造方法であって：
　（ａ）１０～５０％のイソα酸又はロイソα酸を含有する水溶液を提供するステップと
、ここで溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該アルカリ性水溶液に無機マグネシウム塩を加えて、スラリーを形
成するステップと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、イソα酸又はロイソα酸の無機マグネシウム塩を得るステ
ップとを含む方法。
【請求項１４】
　イソα酸又は還元イソα酸のカルシウム塩の製造方法であって：
　（ａ）１０～５０％のイソα酸又は還元イソα酸を含有する水溶液を提供するステップ
と、ここで溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該水溶液に無機カルシウム塩を加えて、スラリーを形成するステッ
プと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、イソα酸又は還元イソα酸の無機カルシウム塩を得るステ
ップとを含む方法。
【請求項１５】
　水溶液中に存在するイソα酸又はロイソα酸の濃度が、１０％～４５％である、請求項
９、１０、及び１２～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　請求項９～１５のいずれか一項に記載の方法により形成される、還元イソα酸又は還元
イソα酸の無機塩。
【請求項１７】
　イソα酸が、ロイソα酸、テトラヒドロイソα酸、及びヘキサヒドロイソα酸からなる
群より選択される、還元イソα酸の無機塩。
【請求項１８】
　β酸のマグネシウム塩の製造方法であって：
　（ａ）１０～５０％のβ酸を含有するアルカリ性水溶液を提供するステップと、ここで
溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該アルカリ性水溶液に無機マグネシウム塩を加えて、スラリーを形
成するステップと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、β酸のマグネシウム塩を得るステップとを含む方法。
【請求項１９】
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　β酸のカルシウム塩の製造方法であって：
　（ａ）１０～５０％のβ酸を含有するアルカリ性水溶液を提供するステップと、ここで
溶液は、室温であることと；
　（ｂ）撹拌しながら該アルカリ性水溶液に無機カルシウム塩を加えて、スラリーを形成
するステップと、ここでスラリーは、室温であることと；
　（ｃ）スラリーが均質となる迄、混合するステップと；
　（ｄ）スラリーを乾燥して、β酸のカルシウム塩を得るステップとを含む方法。
【請求項２０】
　請求項１６～１９のいずれか一項に記載の方法により製造されるβ酸。
【請求項２１】
　β酸が、ルプロン、コルプロン、アドルプロン、ヘキサヒドロβ酸及びテトラヒドロβ
酸からなる群より選択される、β酸の無機塩。
【請求項２２】
　塩が一価又は二価カチオンを含み、一価カチオンが、リチウム、ナトリウム、カリウム
、銅からなる群より選択され、二価カチオンが、マグネシウム、カルシウム、バリウム、
マンガン、銅、亜鉛である、請求項２１に記載の無機塩。
【請求項２３】
　請求項１～６、１６、２０及び２１のいずれか一項に記載の組成物を、薬学的に許容さ
れる担体中に含む抗炎症組成物。
【請求項２４】
　細菌感染の抑制に使用される、有効量の請求項１～６、１６、２０及び２１のいずれか
一項に記載の組成物からなる薬剤。
【請求項２５】
　細菌感染の抑制に使用される、有効量の請求項１～６、１６、２０及び２１のいずれか
一項に記載の組成物からなる薬剤。
【請求項２６】
　メタボリック症候群の処置又は予防に使用される、有効量の請求項１～１１、１６、２
０及び２１のいずれか一項に記載の組成物からなる薬剤。
【請求項２７】
　アレルギー、喘息、アレルギー性鼻炎、又はこれらの病状に関連した炎症の処置に使用
される、有効量の請求項１～１１、１６及び２０のいずれか一項に記載の組成物からなる
薬剤。
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